
○平成26年度地方競馬全国協会役職員の給与等

Ⅰ 役員給与等について

1　役員の給与

Ⅱ 職員給与について

1　給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

2 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
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通勤のため公共交通機関を利用している常勤役員に支給する。

　 職員の給与の支給の基準を定めるにあたっては、社会一般の情勢等に適合したものとなる
よう、基本的な考え方として以下の点に配慮し、当協会の給与制度は、多くの地方公共団体
が範とする国家公務員の給与制度に準じた制度としている。

（1） 当協会は、主として地方競馬主催者の行う競馬の売上の一部から交付される交付金を原
資として、地方競馬の公正確保及び畜産振興等の公益貢献を通じて地方競馬主催者の共通
の利益となる事業等競馬法に規定された事業を行っている団体であること。

（2） 職員が高い使命感を持って職務に専念することができ、また、労使関係の安定を図り、将
来にわたって円滑な業務運営を確保できる基盤となるような適正な水準であること。

（３） 職員の理解と納得を得つつ、地方競馬関係者及び社会一般の理解が得られる水準であ
ること。

　勤務成績を反映させるため、昇給区分を４段階にして昇給を実施

999,600

特別手当
【（本俸月額＋特別調整手当月額）＋（本俸月額×0.25）
      ＋（本俸月額＋特別調整手当月額）×0.2】×支給割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊支給割合：年　1.05ヶ月

2　役員の退職手当
退職の日における本俸月額×0.125×在職期間（月数）×※87/100(平成26年6月30日まで
は92/100)

484,000

特別調整手当 常勤役員に支給：　　本俸×0.12

通勤手当
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給与の種類 支給基準等及び支給に係る臨時特例措置

本俸

本俸月額（円）
本俸月額



3 平成26年度における給与制度の主な改正点

4　職員給与の支給状況

]

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：技能・労務職とは、特殊な技術又は資格を所持し、訓練用馬の調教馴致、装蹄、大型バス・トラクター等の
車両の運転等の業務に従事している者をいう。

注３：非常勤職員のその他については、事務補助（業務補佐員）を指す。
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区分 人員 平均年齢
平成26年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内

（１）   国家公務員給与の臨時特例措置が終了したことを考慮し、以下の措置は平成25年度末を
　　　もって終了した。
　　①本俸月額支給額の減額
　　　　事務・技術職　7級以上　5％減額、6級以下　3％減額、2級以下　1％減額
　　　　技能・労務職　3級以上　3％減額、2級以下　1％減額
　　②役付手当の減額：　事務・技術職　7級以上　10％減額
　

（２）   国家公務員の給与が改定されたことを考慮し、次のとおり給与改定を実施した。
　　①事務・技術職の本俸月額を平均0.3％引き上げた。
　　②交通用具使用者（自動車等）に係る通勤手当について、使用距離の区分に応じ、100円から
       7,100円までの幅で引き上げた（５㎞未満は据置き）。
　　③特別手当の支給月数を年間0.15ヶ月引き上げた。
　　④平成27年1月1日の昇給に係る昇給幅を1号俸抑制した。
　


